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1. はじめに 

 本研究では，塩害を受ける RC 部材を対象として，

曲げ耐力を予測する手法 1)を活用して求めた劣化過程

2)（潜伏期，進展期，加速期および劣化期）の推移

（ここでは劣化曲線という）に対して，対象とする部

材の点検結果を想定した調査結果を用いてベイズ理論

により先に求めた劣化曲線を更新し，点検時点以降に

おけるバラツキを低減する手法を構築するとともに，

手法の妥当性の評価も併せて行った． 

2. 劣化曲線を算出する方法 

2.1 鉄筋腐食開始，腐食ひび割れ発生時刻および加速

期終了時刻の算出 

 鉄筋腐食開始時刻： .corrt (年)，腐食ひび割れ発生時

刻： .crat (年) および加速期終了時刻： .de
t (年)の算出

式をそれぞれ示す． 
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ここで，c：かぶり(mm)，D：塩化物イオンの見かけ

の拡散係数(cm
2
/年)，Clim：鉄筋腐食発生限界塩化物イ

オン濃度 (kg/m
3
) ， C0 ：表面塩化物イオン濃度

（ 11506 .d.  =14.0(kg/m
3
)），d：H.W.L.から部材下

面までの距離[=0.19(m)]，Wc：腐食ひび割れ発生時の

腐食量(mg/cm
2
)，：腐食ひび割れ発生時の腐食量に

関する補正係数[=3.68]，Vb：腐食ひび割れ発生前の鉄

筋の腐食速度 (mg/cm
2
/ 年 ) ， sρ ：鉄筋の密度

[=7.85(mg/mm
3
)]， γ ：腐食生成物の体積膨張率[=3.0]， 

crw ：腐食ひび割れ発生時のひび割れ幅[=0.1(mm)]，  

 

 

1100 ,,, βαβα ：補正係数である．式(1)～(4)の確率変数：

Clim，x1，C0，cerror，x2，x3，Vb，fc
’
 はモンテカルロ法

（MCM）により発生させた標本観測値である．  

2.2 塩害劣化進行過程の各期間の算出 

2.1 で求めた .corrt (年)， .crat (年)および .det (年)を用い

て，各劣化過程の定義 2)および既往の研究 3)から，各

劣化過程の期間を次に示すように算出した． 

   ... <<< decracorr tttt   … 潜伏期          (5) 

   ... <<< decracorr tttt   … 進展期          (6) 

   ... <<< decracorr tttt   … 加速期          (7) 

   tttt decracorr <<< ...   … 劣化期          (8) 

.corrt (年)， .crat (年)および .det (年)を 10000 回のシミュレ

ーションを行って求め，供用年数 0 から 50 年までの

劣化曲線を算出した．算出した結果を図-1に示す． 

3. 点検結果を反映した劣化進行過程の更新手法 

 潜伏期に表面塩化物イオン濃度および塩化物イオン

の見かけの拡散係数を各種非破壊試験により点検した

結果であると仮定した確率分布に従って，それぞれ 20

個のデータを生成した．なお，本研究では，表面塩化

物イオン濃度はガーゼ法や土研法などにより測定し，

塩化物イオンの見かけの拡散係数は 4 プローブ法 4)に

より計測された電気抵抗率から推定されることを想定

している． 

3.1 点検結果の反映方法 

 本研究では，点検結果を反映した表面塩化物イオン 
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図-1 劣化曲線 
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濃度および塩化物イオンの見かけの拡散係数は，ガン

マ分布に従うと仮定した．表面塩化物イオン濃度の確

率分布に点検結果を反映させる手法について述べる．

すなわち，表面塩化物イオン濃度に関するデータ：
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測値により修正された劣化予測モデルの事後確率密度

関数： )|,(
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により算出することができる．ここで， ),|(
.1
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n

CL は

点検結果
n

C
,1

0
が観測される同時生起確率密度（尤度）

であり，また， )( ， )( は確率変数であると の

事前確率密度関数である．なお，事後確率密度関数：
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CL からのランダムサンプリングが必

要となる．しかしながら，直接サンプリングすること

は困難であるために，マルコフ連鎖モンテカルロシミ

ュレーション法により事後確率密度関数： )|,(
0

n

C

を算出する．塩化物イオンの見かけの拡散係数も同様

に点検結果を反映させる． 

3.2 生成した 2ケースの点検結果 

2 ケースの点検結果は，供用年数 15 年目の潜伏期

（図-1 参照）とした．ケース 1 は今後の劣化進行が

比較的遅く，ケース 2 は劣化進行が比較的早いと考え

られるものを想定した．具体的には，ケース 1 におけ

る表面塩化物イオン濃度は平均値 10.0 (kg/m
3
)，標準偏

差 5.05 (kg/m
3
)の正規分布，塩化物イオンの見かけの拡

散係数は平均値 0.20，標準偏差 0.24 の対数正規分布と

した．ケース 2 では表面塩化物イオン濃度は平均値

20.0 (kg/m
3
)，標準偏差 5.05 (kg/m

3
)の正規分布，塩化物

イオンの見かけの拡散係数は平均値 0.60，標準偏差

0.24 の対数正規分布とした．それぞれの分布に従って

20 個のデータを生成した． 

3.3 劣化曲線の妥当性の評価 

 点検結果を反映した確率分布を用いて，2 章で示し

た方法により劣化曲線を算出した（図-2 および図-3

参照）．ケース１を反映した場合とケース 2 を反映し

た場合を比較すると，ケース１の方が潜伏期は大きく，

劣化期が小さくなっていることがわかる．これらは劣

化の進行が遅い場合を想定したケース 1 と，劣化の進

行が早い場合を想定したケース 2 をそれぞれ適切に反

映できており，本手法の妥当性が検証できたものと考

えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

 本研究では，著者らの過去の研究成果に基づき劣化

曲線を求めるとともに，点検結果を反映させることに

より，劣化曲線を更新し，将来時点での不確実性を低

減する方法を構築することができた．今後は，実際の

点検結果のデータを用いて本手法を適用し，実構造物

に対する本手法の有効性を検証することが課題として

挙げられる． 
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図-2 ケース 1を反映した劣化曲線 
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図-3 ケース 2を反映した劣化曲線 
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